














































要約

保健所を中心とした小児慢性特定疾患児の在宅ケア対策を推進するための基礎資料を得る

目的で全国 852 保健所を対象にアンケート調査を実施した。605 保健所より回答があった

(回収率 71%)。結果を要約すると以下の通りである。①301 保健所(49.8%)では小児慢性特

定疾患治療研究事業の手続きを保健所で実施するが、259 保健所(42.8%)では県で実施し

ていた。②224 保健所(37%)では保健婦が小児慢性特定疾患児を年間 1 件以上(延べ数)訪

問している。③訪問したときの問題点は人的余裕の不足、時間的余裕の不足が多かった。

④43 保健所(7.1%)では保健所主催による専門医による医療相談活動を実施していた。⑤84

保健所(13.9%)では独自事業として保健婦訪問活動を実施していた。⑥在宅ケアのための

ネットワークとして連絡協議会を設置している保健所は少なかった(1.5.%)。⑦保健所で

将来実施したい事業として保健婦訪問活動、地域ネットワークの構築、親の会の設立等が

挙げられた⑧保健所が今後必要なこととして主治医の協力、業務として位置づける、担当

者の研修保健婦訪問活動、地域ネットワークの構築等が挙げられた。⑨保健所が行政とし

て実施すべきこととして患者の情報収集、保健婦訪問活動、地域ネットワークの構築、医

師会への協力要請担当者の研修等が挙げられた。

保健所を中心とした地域における総合的な小児慢性特定疾患児の在宅ケアの在り方を本調

査結果に基づき検討した結果、小児慢性特定疾患治療研究事業の手続きを保健所で実施し

患者情報の収集に努める必要があることが認められた。


